
災害情報、地震情報の研究

東京大学新聞研究所（岡部慶三先生）

　　余震パニックの研究　　　　　　　　　　　　　警戒宣言

　　長崎豪雨の研究

　　雲仙・普賢岳噴火災害

東京大学社会情報研究所（廣井脩先生）

　　阪神・淡路大震災の研究　　　　　　　　　確率情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 緊急地震速報

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター

（田中淳先生）

　　南海トラフ巨大地震

　　東日本大震災の研究
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東日本大震災の教訓

地震学としての教訓

• 東日本大震災の３月11日の前の３月９日の前震をどう活か

すか

• 地震は予知できない（東海地震予知情報、警戒宣言の枠組

みの組換え）
 

地震学としての教訓をもとにつくられた災害情報

• 北海道・三陸沖後発地震注意情報

• 南海トラフ地震臨時情報
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4
16/1477　 1.1%



調査概要

調査対象：NTTコムリサーチのアンケートモニター

調査主体：東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター

調査方法：WEB調査

有効回答：9,399票

調査期間：2024年11月14日～12月2日
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問　あなたは、「北海道・三陸沖後発地震注意情報」のことを知っていましたか？

 

問　 「北海道・三陸沖後発地震注意情報」は、「南海トラフ地震臨時情報」と、ほぼ類似

の注意をよびかけるものであることを知っていましたか？
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北海道・三陸地震後発注意情報に関するアウトリーチ

NHK
「北海道・三陸沖後発地震注意

情報 “知っている ”対象地域で2割」
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04 東日本大震災の教
訓
南海トラフ地震臨時情報



南海トラフ地震臨時情報

「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた 防災対応検討ガイドライン」が公

表 
2019年5月31日～現行情報の運用開始
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Shinya YASUMOTO-12-

はじめに1
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1

南海トラフ地震と「予知」

1976年　東海地震説　1978年　大規模地震対策特別措置法

2011年　東日本大震災前の３月９日の地震（M7.3）
2013年　現在の科学的知見からは確度が高い地震の予測は困難
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アンケート調査2

調査目的
令和6年8月8日に初めて発表された、南海トラフ地震臨時情報に
対する日本国民の意識や行動の変化を測定すること

調査対象者 NTTコムリサーチに登録している47都道府県のアンケートモニター

調査手法 WEB調査

調査期間 2024年8月9～11日
有効回答 9,400票（47都道府県から200票ずつ）

第１回　調査概要

※　南海トラフ地震防災対策推進地域とそれ以外で比較

※　速報版のプレスリリースでは、「南海トラフ地震防災対策推進地域」を含む都道

府県とそれ以外で分析を行っていたが、郵便番号のデータを基準とし、さらなる分

析を行った。そのため、報道内容とは若干、数値が異なること
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アンケート調査2

• 「具体的に知っていた」人は1割以下
• 推進地域に住んでいる人でも、約半数が「知らなかった」

従前の認知

8月8日に「南海トラフ地震臨時情報」が発表される前に、

この情報について知っていましたか。
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アンケート調査

• 約半数の人しか、「推進地域」と理解していない。
• 高知県、宮崎県、徳島県、和歌山県、三重県などは「対象である」と認
識している割合が7割程度と高め

• 神奈川県は約3割しか認識していない。
• サンプルサイズが小さいが、福岡県、熊本県、沖縄県も低め

お住まいの地域は、南海トラフ地震防災対策推進地域の対

象ですか。

南海トラフ地震に関する地域区分の認知
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南海トラフ地震臨時情報（調査中）
　　　　　　　8月8日（木）17時00分ごろ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」
　　　　　　　が発表され、専門家による南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会が開催されまし
　　　　　　　た。あなたは、この「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」を見聞きしましたか。

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）
　　　　　　　8月8日（木）19時15分ごろ、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震
　　　　　　　注意）」が発表されました。あなたは、この情報を見聞きしましたか。

-18-

南海トラフ地震臨時情報の認知
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アンケート調査2

• 地域に関わらず、不安になった人が7割以上
• 推進地域＞推進地域以外

この情報を見聞きして、不安になりましたか。

※情報認知した人のみ

19

• 想定震源域

• 対象者の住む地域

アンケート調査2

• 推進地域で「地震が起こると思った」と回答した割合は7割以上
• なお、大規模地震が起こる確率についてたずねると、平均値は4割程度（最頻値は50%）

地震が起こると思ったか 　 ※情報認知した人のみ

南海トラフ地震臨時情報 （巨大地震注意）地震起こると思ったか？

20



南海トラフ地震臨時情報 （巨大地震注意）地震起こると思ったか？

何パーセントの確率で大規模地震が起こると思いましたか
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※情報認知した人のみ

• テレビによる情報取得行
動が中心。

• 日ごろの備えの「確認」が
求められていたが、「確
認」をした人は極めて少な
い。

　　

• 何かを購入したという人
はすくない（災害後の行動
と比べても少ない）

• 予定の変更については
2%程度

南海トラフ地震臨時情報 （巨大地震注意）聴取後の行動

この情報を入手してから、以下のような行動をとりましたか。
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03
南海トラフ地震臨時情報
の長期的効果

アンケート調査2

調査目的
南海トラフ地震臨時情報への対応をさらに精緻に分析すること、な
らびに今後の南海トラフ地震臨時情報への行動意図を明らかにす
ること

調査対象者 NTTコムリサーチに登録している47都道府県のアンケートモニター

調査手法 WEB調査

調査期間 2024年11月14日～

有効回答 9,400票（47都道府県から200票ずつ）

第２回　調査概要

※　この数値は速報値のため、今後修正される

※　南海トラフ地震防災対策推進地域とそれ以外で比較
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（第２回調査）情報の効果と行動変容

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）を聞いてからの行動

※情報認知した人のみ
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※この数値は速報値のため、今後修正される

（第２回調査）旅行や外出への影響

8月8日に「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が発表された当時、

8月9日から15日の期間に、旅行や外出などの予定はありましたか。

（MA）

旅行や帰省をする予定があった人（全体の 7.1%）のうち、「南海トラフ地震

臨時情報（巨大地震注意）」が発表されたことをふまえて、予定を変更した

りキャンセルしたりした人（ MA）

26
• 全体としては2％程度（7.1％のうち3割）が何かしらの行動変容。

※この数値は速報値のため、今後修正される



（第２回調査）旅行や外出への影響

海に行く予定があった人（全体の 2.3%）のうち、「南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震注意）」が発表されたことをふまえて、予定を変更したりキャ

ンセルしたりした人（ MA）

旅行や帰省の予定があるときに、今後、再び、「南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）」が発表された場合、あなたはその予定を変更したり

キャンセルしたりすると思いますか。  

27
• 予定を変更・キャンセルすると思うと回答する人は約半数とかなり高かっ

た

• 海に行くことへの不安感：全体としては1%にも満たないが、 7割が行動
変容

※この数値は速報値のため、今後修正される

04
南海トラフ地震臨時情報
（注意）、北海道・三陸沖
後発地震注意情報の課題



問題と課題

南海トラフ地震臨時情報の課題

（1）「確率情報」であることが理解されていない

（2）「エリートパニック」と曖昧なメッセージ

（3）臨時情報による行動変容は限定的であった

（4）「注意」という言葉の厄介さ

（5）「一週間」をどう理解すればよいか

（6）もう一つの「最悪のケース」

今後のポイント

（1）期待値

（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性

（3）「巨大地震警戒」「北海道・三陸沖後発地震注意情報」
29

（1）「確率情報」であること

（1）「確率情報」であることが理解されていない

①南海トラフ地震臨時情報は知られていない。

②「確率」に関する情報であるということが十分に理解

　　されていない。

アンケート調査8月8日に「南海トラフ地震臨時情報」が発表される前に、

この情報について知っていましたか。

30



• 想定震源域

• 対象者の住む地域

アンケート調査2

• 推進地域で「地震が起こると思った」と回答した割合は7割以上
• なお、大規模地震が起こる確率についてたずねると、平均値は4割程度（最頻値は50%）

地震が起こると思ったか 　 ※見聞きした81.5％を対象

（1）「確率情報」であること

31

（1）「確率情報」であること

何パーセントの確率で大規模地震が起こると思いましたか

32



（1）「確率情報」であること

　そもそも、統計的、確率的な情報に過ぎず、地震予知や天

気予報のように観測結果に基づく予想などではないのだから

「当り」「外れ」や「空振り（予想した現象が起きなかった）」「見

逃し（予想しなかった現象が起きた）」などの問題とは異な

る。

　だが、このロジックは、類例なく非常にわかりにくい。

※　統計的に確率が上がることの意味するところがあいまい

だからといって、防災対策を促す「メッセージ」そのものがあ

いまいでよいというわけではない。

33

（2）「エリートパニック」 *とあいまいなメッセージ

岸田文雄総理大臣（ 8月9日）

「日常の生活における社会経済活動

を継続しつつも、 日頃からの地震へ

の備えの再確認等を呼び掛けるもの

であります」

林芳正官房長官（ 8月8日）

「日頃からの地震への備えの再確認」を行なうことを前置き

した後で「日常の生活における社会経済活動 を継続しつつ」

「家具などの転倒防止対策のほか、安全な避難場所や避難

経路、家族との連絡手段の確認など 地震への備えを再確認

してほしい」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 *　キャロン・チェスとリー・クラーク、ティアニー、ソルニット 34



　しかしながら、買いだめ行動をとったり、避難をしたりすると

いう人は極めて少なかった。冷静というよりは関心が低かった

というべきかもしれない。いわゆる為政者のみが混乱する、

典型的な「エリートパニック」であった。

2024年5月
静岡新聞　南海トラフ地震

臨時情報の運用開始五年に

合わせた県と静岡県下 35市
町防災担当部署調査

（2）「エリートパニック」とあいまいなメッセージ

35

（3）臨時情報による行動変容は限定的

　南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）は、地震が発生

する確率的には非常に低いことから、特別の行動を呼びか

けるものではない。ただし、これを機会に「日頃からの地震

への備えを再確認する」ことが求められる。

　多くの人が地震の発生確率を高めに見積もっていた。

• 日ごろの備えの「確認」が求めら
れていたが、「確認」をした人は
極めて少ない。

• 何かを購入したという人はすくな
い（災害後の行動と比べても少
ない）

• 予定の変更については2%程度
• 防災対策推進地域とそれ以外

の地域を比べてもあまり差がな
い

36



　今回は（防災業務を担当する）内閣府や多くの自治体ほ

か、住民のパニックを懸念したのか、抑制的な言い方とな

り、弱めの情報発信となったといえる。

　あいまいな情報を発信して行動変容につながらないなら

メッセージとしては意味がない。臨時情報を弱い呼びかけの

ままとするにしても、強い呼びかけにするとしても、事前に明

確なメッセージを検討し、そのメッセージの伝え方まではっき

りと決めておくべきであった。

（2）「エリートパニック」とあいまいなメッセージ

37

（4）「注意」という言葉の厄介さ

「巨大地震注意」という言葉遣い　／人によりばらつき

　「注意」＝天気予報の「注意報」

　「注意」＝  「注意義務」

•「注意義務」という法的義務と受け止めていたら、  「注意義

務」を怠るということは「過失」という意味になり、非常に重い

言葉になる。

•臨時情報発表後に地震が発生し、不十分な対応で犠牲者が

でたならば、訴訟や責任問題に発展しかねないと受け止め

ることは妥当。

　事実、海水浴場の閉鎖や鉄道の運休、徐行などの対応な

どが行なわれた。 →「確認」を明確に意識させるキーワード

を伴う呼びかけが必要であろう。

　

38



（5）「一週間」をどう理解すればよいか

　大きな地震の直後は続いて地震が発生する確率が高く、時

間がたつほど低くなる（より気をつけるべきは地震直後）。  「巨
大地震警戒」時の対応に関する行政へのアンケートを踏まえ、

なぜか「巨大地震注意」においても「一週間ほどは備えを」とい

う呼びかけとなったようである。

39

（5）「一週間」をどう理解すればよいか

　１週間は結果的には妥当。

　ただし、１週間という期間は、人々の心理や地震学的な理由

を考慮して決めた訳ではないので現状ではうまく説明できてい

ない。「注意対応」すべき期間をなぜ一週間とするのか、きちん

と説明できるようにすべきである。
　

共同通信調査（N=623、2024年9月7日～9日）
臨時情報は１週間にわたり、注意のよびかけが続きました。巨大地震の可能性がゼロになるわけ
ではありませんが、生活への影響などを考えて国は１週間としています。あなたは、この期間の長
さについて妥当だとおもいますか？

40



（6）もう一つの「最悪のケース」

情報の発出時期として社会的に最悪のケースを想定してい

なかったことである（臨時情報そのもの自体が理学的に最悪

の地震が起こるケースを想定しているなら、社会的に最悪の

ケースを考えておくべきだった）  。
・正月やお盆、観光シーズン、海水浴のシーズン

・沿岸部にもっとも人がいる時期
　

•誰もが旅行先で災害に遭いたくないのだから、観光行動が

一時的に抑制的になるのは当然である。

•「社会」側の視点が十分に検討されていないことを示す証左

である。災害は平日の日中以外にも起こりうる。レアケース

も含めて議論が必要である。
※　もちろん平時から避難場所、避難対応など万全に準備をしておき、この情報が発出されたからと
いっても何も特段対応する必要がないというのが理想である。だが、むしろ、十分に準備ができていな
い場合にこそ、この臨時情報が効果を発揮するはずである。 41

• 海水浴場でも避難しやすい場所だったら閉鎖しない、避

難しにくい場所だったら閉鎖する、

• 祭りやイベントでも避難可能であるならば実施する、避難

が難しいのならば中止を含めて判断するというのもあり得

るだろう。

• 鉄道会社であれば、必要に応じ特急を運休させたり、速

度を落としたりすることも判断の一つである。

• 注意情報が頻度が高いのだから、きちんと考えておくべき

だった（M8、M7）

（6）もう一つの「最悪のケース」

42



問題と課題

南海トラフ地震臨時情報の課題

（1）「確率情報」であることが理解されていない

（2）「エリートパニック」と曖昧なメッセージ

（3）臨時情報による行動変容は限定的であった

（4）「注意」という言葉の厄介さ

（5）「一週間」をどう理解すればよいか

（6）もう一つの「最悪のケース」

今後のポイント

（1）統計と期待値

（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性

（3）「巨大地震警戒」「北海道・三陸沖後発地震注意情報」
43

北三情報・臨時情報を議論するポイント

（１）統計と期待値

【確率の低さ】

•「1/1000が4/1000になった」という統計情報であることを丁寧

に伝えることが必要。「予知」ではない、統計に基づく情報だ

ということを明確に伝えるべき。

•統計情報である以上は、事前に考えておくべきものである

（コロナや気象情報とは異なる）

【最大３２万人という想定死者数、被害規模の大きさ】

•期待値：統計情報なのだから「期待値」を考える必要があ

る。統計学的な「期待値」（とり得る値 ×確率）の大きさゆえ

に、確率が少しでも高まった場合に「情報」として意味があ

る。

　もちろん、臨時情報が発出されずに南海トラフ地震が起こ

る場合のほうが多いであろうが、確率は低くとも、この情報

が活きる可能性もある。今回の情報発出を踏まえ、確率の

低い災害情報を活用する意義を改めて考えなくてはならな

い。　

44



北三情報・臨時情報を議論するポイント

（2）事前協議（コミュニケーション）の重要性

［場所］防災対応をとるべき地域に対して

［期間］二週間ないし一週間

［種類］巨大地震警戒か巨大地震注意が発出

※　台風や豪雨など防災気象情報等のように、その場で状況

　　を鑑み、主体性をもって判断する、類の情報ではない。

•住民や自治体、企業はあらかじめ、対応を決めておくことがで

きる。

•地域や自治体、業種、関連企業でどう対応するか互いに周知、

共有し、事前協議が必要。

•政府として求める対応があるならばガイドラインとして明確に示

すべきである。
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北三情報・臨時情報を議論するポイント

　もちろん、北三情報 ・臨時情報が発出されずに南海トラフ

地震が起こる場合のほうが多いであろうが、確率は低くと

も、この情報が活きる可能性もある。今回の情報発出を踏ま

え、確率の低い災害情報を活用する意義を改めて考えなく

てはならない。　
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質問、調査など何かあればご連絡を

東京大学大学院情報学環
総合防災情報研究センター

03-5841-5924
naoya@iii.u-tokyo.ac.jp
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